
２０１４年度冬季の電力需給対策（案）について
（概要）

２０１４年１０月３１日

電力需給に関する検討会合

資料１



(万kW) 東日本
３社

北海道 東北 東京
中部及び
西日本
６社

中部 関西 北陸 中国 四国 九州 ９電力 沖縄※１

供給力 7,511 620 1,516 5,375 8,925 2,530 2,612 559 1,135 527 1,562 16,436 176
最大電力需要 6,928 557 1,391 4,980 8,513 2,393 2,535 521 1,048 500 1,516 15,441 115
供給－需要 583 63 125 395 412 137 77 38 87 27 46 995 61
（予備率） 8.4% 11.4% 9.0% 7.9% 4.8% 5.7% 3.0% 7.2% 8.3% 5.5% 3.0% 6.4% 53.4%

１．2014年度冬季の電力需給は、①厳寒となるリスクや②直近の経済成長の伸び、③企業や家庭におけ
る節電の定着などを織り込んだ上で、いずれの電力管内でも電力の安定供給に最低限必要とされる予
備率3％以上を確保できる見通しである。
２．北海道電力管内も予備率11.4%を確保できる見通しであるが、他電力からの電力融通に制約がある
こと等から、昨年と同様に、電源脱落リスクへの特段の対応を行うことが必要である。なお、北海道電力
の電気料金の値上げが需要に与える影響も適切に考慮する必要がある。

2014年度冬季（２月）の見通し※

※ 2011年度並みの厳寒を想定し、直近の経済見通し、2013年度冬季の節電実績を踏まえた定着節電を織り込み。
（北海道電力及び沖縄電力管内は厳寒であった2010年度並み、東北電力及び東京電力管内は2013年度並み）

※１ 沖縄電力については、本州と連系しておらず単独系統であり、また離島が多いため予備率が高くならざるを得ない面があることに留意する必要。
※２ 規制部門において、15.33％値上げすることが認可された。ただし、激変緩和措置として、2014年11月1日から2015年3月31日までは12.43％の値上げ。

（参考）北海道電力の電力料金の値上げ※２が需要に与える影響を勘案した場合

(万kW) 東日本
３社

北海道 東北 東京
中部及び
西日本
６社

中部 関西 北陸 中国 四国 九州 ９電力 沖縄※１

供給力 7,511 620 1,516 5,375 8,925 2,530 2,612 559 1,135 527 1,562 16,436 176
最大電力需要 6,915 544 1,391 4,980 8,513 2,393 2,535 521 1,048 500 1,516 15,428 115
供給－需要 596 76 125 395 412 137 77 38 87 27 46 1008 61
（予備率） 8.6% 14.0% 9.0% 7.9% 4.8% 5.7% 3.0% 7.2% 8.3% 5.5% 3.0% 6.5% 53.4%

１．2014年度冬季の電力需給見通しについて
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２．2014年度冬季の電力需給対策（案）について

（１） 全国（沖縄電力管内を除く）での取組
全国において「数値目標を伴わない」一般的な節電の協力を要請※１することに加え、大規模な
電源脱落により、万が一、電力需給がひっ迫する場合への備えとして、発電所等の計画外停止の
リスクを最小化するため、電力会社に対して、発電設備等の保守・保全を強化することを要請する
等の対策を講じる。また、産業界や一般消費者と連動した「節電・省エネキャンペーン」（次頁参
考）を実施する。
※１ 期間は12月1日から3月31日までの平日9時から21時まで（北海道電力及び九州電力管内については8時から21時まで）

（２） 北海道における追加的な取組
冬季の北海道の特殊性を踏まえ、計画停電を含む停電を回避するため、北海道電力に対して、
「計画停電回避緊急調整プログラム※２」を準備することを要請する。計画停電回避緊急調整プロ
グラムは、過去最大級の電源脱落（137万kW）が発生する場合でも予備率3％以上を確保できる
よう、18万kW以上の需要削減量を確保することとする。
また、自家発電設備の活用を図るため、北海道において設備の増強等を行う事業者に対して補
助を行う。
※2 予備率が1％を下回ることが予想される場合に、需要家に生産活動の一時停止や臨時休業等により、大幅に電力の使用を控えてもらう契約

（３） その他
政府は、厳寒による需要の急増や、発電所の計画外停止の状況等を不断に監視し、必要に応
じて、更なる追加的な需給対策を検討する。特に北海道においては、状況に応じて、数値目標付
きの節電協力要請を検討する。

2014年度冬季の電力需給対策（案）
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（参考）「節電・省エネキャンペーン」の実施について

3

（１）産業界や一般消費者と連動した節電・省エネの推進

１２月初頭から、一定以上の節電・省エネを宣言した一般消費者に対して省エネ家電のプレゼントを行う。また、一
般消費者の節電・省エネの行動につながるような事業者の取組や行動の改善を促す情報を発信する。

（２）政府による積極的な広報の展開

節電協力要請期間中、節電・省エネをテーマにした展示会、シンポジウム等において、政府から節電・省エネの取組を積極
的に周知する。また、具体的でわかりやすい節電メニューを作成し、各種メディアやＨＰ等により、節電・省エネを呼びかける。

全国での取組

①電力需給連絡会の開催
電力需給が厳しい北海道電力管内において、１１月中に、北海道経済産業局及び関係自治体が、産業界を集めた電力需
給連絡会を開催し、節電への協力を要請する。

②街頭キャンペーン等のイベントの実施
北海道経済産業局、関係自治体及び北海道電力が連携して、節電期間が始まる１２月初頭に、街頭で節電・省エネへの呼
びかけ等を集中的に実施する。また、北海道経済産業局において、セミナー開催、冊子配布等とともに、メディアを積極的に
活用して、家庭への周知徹底を図る。

節電協力要請期間における特別の取組

北海道における追加・重点的な取組
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２０１４年度冬季の電力需給対策（案）について 

 

２ ０ １ ４ 年 １ ０ 月 ３ １ 日 

電力需給に関する検討会合 

 

2014 年度冬季の電力需給見通しについては、経済産業省の総合資源エネル

ギー調査会基本政策分科会の下に設置した「電力需給検証小委員会」において、

第三者の専門家による検証を行った。 

政府としては、いかなる事態においても、国民生活や経済活動に支障がない

よう、エネルギー需給の安定に万全を期すべく、電力需給検証小委員会による

需給見通しを踏まえて、2014 年度冬季の電力需給対策を決定する。 

 

 

１．２０１４年度冬季の電力需給見通し 

 

2014年度冬季の電力需給は、2011年度冬季並み（北海道電力及び沖縄電力

管内については 2010 年度並み、東北電力及び東京電力管内については 2013

年度並み）の厳寒となるリスクや直近の経済成長の伸び、企業や家庭における

節電の定着などを織り込んだ上で、いずれの電力管内でも電力の安定供給に最

低限必要な予備率 3％以上を確保できる見通しである。 

ただし、北海道電力管内については、他電力からの電力融通に制約があるこ

と、発電所一機のトラブル停止が予備率に与える影響が大きいこと、厳寒である

ため、万一の電力需給のひっ迫が、国民の生命、安全を脅かす可能性があるこ

となどの北海道の特殊性を踏まえ、リスクへの特段の備えが必要である。なお、

北海道電力の電力料金の値上げが需要に与える影響も適切に考慮する必要が

ある。 

 

＜2015 年 2 月の電力需給見通し＞ 

 
 

（参考）北海道電力の電気料金の値上げが需要に与える影響を勘案した場合 

 
  

(万kW) 東日本
３社

北海道 東北 東京
中部及び
西日本
６社

中部 関西 北陸 中国 四国 九州 ９電力 沖縄

供給力 7,511 620 1,516 5,375 8,925 2,530 2,612 559 1,135 527 1,562 16,436 176
最大電力需要 6,928 557 1,391 4,980 8,513 2,393 2,535 521 1,048 500 1,516 15,441 115
供給－需要 583 63 125 395 412 137 77 38 87 27 46 995 61
（予備率） 8.4% 11.4% 9.0% 7.9% 4.8% 5.7% 3.0% 7.2% 8.3% 5.5% 3.0% 6.4% 53.4%

(万kW) 東日本
３社

北海道 東北 東京
中部及び
西日本
６社

中部 関西 北陸 中国 四国 九州 ９電力 沖縄

供給力 7,511 620 1,516 5,375 8,925 2,530 2,612 559 1,135 527 1,562 16,436 176
最大電力需要 6,915 544 1,391 4,980 8,513 2,393 2,535 521 1,048 500 1,516 15,428 115
供給－需要 596 76 125 395 412 137 77 38 87 27 46 1008 61
（予備率） 8.6% 14.0% 9.0% 7.9% 4.8% 5.7% 3.0% 7.2% 8.3% 5.5% 3.0% 6.5% 53.4%

資料２ 
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２．2014 年度冬季の電力需給対策 

 

（１）全国（沖縄電力管内を除く）共通の対策 

①節電協力要請（数値目標を設けない） 

ⅰ）現在定着している節電の取組が、国民生活、経済活動等への影響を極

力回避した無理のない形で、確実に行われるよう、節電の協力を要請す

る。節電協力要請に当たっては、高齢者や乳幼児等の弱者に対して、配

慮を行う。 

※2014 年度冬季の需給見通しにおいて、節電の定着分（2010 年度最大電力比）とし

て以下の数値を見込んでいる。これらは節電を行うに当たっての目安となる。 

北海道電力管内 ▲4.7％ 東北電力管内 ▲2.1％ 東京電力管内 ▲7.7％ 

中部電力管内 ▲2.3％ 関西電力管内 ▲4.8％ 北陸電力管内 ▲2.8％ 

中国電力管内 ▲1.3％ 四国電力管内 ▲4.6％ 九州電力管内 ▲3.7％ 

 

ⅱ） 節電協力要請期間・時間帯 

2014年 12月 1日（月）から 2015年 3月 31日（火）までの平日（ただし、

12 月 29 日（月）から 31 日（水）まで及び 1月 2 日（金）を除く。）の 9:00 か

ら 21:00 まで（北海道電力及び九州電力管内については 8:00 から 21:00

まで）の時間帯とする。 

 

②需給ひっ迫への備え 

大規模な電源脱落等により、万が一、電力需給がひっ迫する場合への備

えとして、以下の対策を行う。 

 

ⅰ）発電所等の計画外停止のリスクを最小化するため、電力会社に対して、

発電設備等の保守・保全を強化することを要請する。 

 

ⅱ）電力会社に対して、電力需給のひっ迫が予想される場合に、広域的な

電力融通、自家発事業者からの追加的な電力購入等を行えるよう準備

することを要請する。 

 

ⅲ）電力会社に対して、随時調整契約等の積み増し、ディマンドリスポンス

等、需要面での取組の促進を図ることを要請する。 

 

ⅳ）需要家の節電を促進するため、事業者及び家庭向けに具体的でわかり

やすい節電メニューの周知や需要家と連動した「節電・省エネキャンペー

ン」を行う。 
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（２）北海道電力管内に対する対策 

冬季の北海道の特殊性を踏まえ、計画停電を含む停電を回避するため、

（１）に加え、以下の多重的な対策を行う。 
 

①計画停電回避緊急調整プログラム 

計画停電を含む停電を回避するため、北海道電力は「計画停電回避緊

急調整プログラム」を準備し、大規模な電源脱落等による需給ひっ迫時にこ

れを発動する。 

計画停電回避緊急調整プログラムの目標値は、過去最大級の電源脱落

（137 万 kW）が発生する場合でも、電力の安定供給に最低限必要な予備率

3％以上を確保できるよう設定する。政府、北海道及び北海道電力は、北海

道電力管内の主な需要家に対し、計画停電回避緊急調整プログラムの締

結について協力を要請する。北海道電力は、計画停電回避緊急調整プロ

グラムの契約状況を公表する。 
 
ⅰ）期間 
2014 年 12 月 15 日（月）～2015 年 2 月 27 日（金）（全日） 

  
ⅱ）対象 
北海道内の大口需要家（契約電力が 500kW 以上）に協力を要請する。 

 
ⅲ）目標値 
実効ベースで 18 万 kW以上の需要削減量を確保する。 

 

②自家発電設備の導入支援 

政府は、自家発電設備の活用を図るため、北海道において設備の増強

等を行う事業者に対して補助を行う。 

 

③更なる需給ひっ迫時に備えた対策（緊急時ネガワット入札等） 

過去最大級を上回る電源脱落の発生に備え、北海道電力は、①及び②

では対応できない大規模な電源脱落時の電力需要の削減のため、緊急時

ネガワット入札等の仕組みを整備する。 

 

（３）追加的な需給対策の検討 

政府は、厳寒による需要の急増や、発電所の計画外停止の状況等を不断

に監視し、必要に応じて、更なる追加的な需給対策を検討する。特に北海道電

力管内においては、状況に応じて、数値目標付きの節電協力要請を検討す

る。 
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（４）ひっ迫に備えた情報発信 

①電力会社は、電力需給状況や予想電力需要についての情報発信を自ら行

うとともに、民間事業者等（インターネット事業者等）への情報提供を積極的

に行う。 

 

②上記の対策にもかかわらず、電力需給のひっ迫が予想される場合には、政

府は、「需給ひっ迫警報」を発出し、一層の節電の協力を要請する。 



電力需給検証小委員会報告書について
（概要）

平成26年10月
資源エネルギー庁

参考１



報告書の主な内容

２０１４年度夏季の電力需給について事前想定と実績とを比較・検証。

○ ２０１４年度夏季の電力需給の結果分析

需要面と供給面の精査を行い、各電力会社の需給バランスについ
て安定供給が可能であるかを検証。

○ ２０１４年度冬季の電力需給の見通し

２０１４年度冬季の電力需給の安定化のために取り組むべき需給対
策の検討を政府に要請。

○電力需給検証小委員会としての要請

1



２０１４年度夏季の需給検証 【全体】

○いずれの電力会社管内においても、最大需要日において、電力の安定供給に最低限必要な予
備率３％以上を確保した。

2

○２０１４年度夏季の各電力会社管内における需給状況（最大需要日）

電力会社 節電目標 最大需要日
最高
気温

（℃）※１

供給力
（万kW）

最大需要
（万kW） 予備率

供給力
（見通し）
（万kW）

最大需要
（見通し※２）
（万kW）

予備率
（見通し※３）

北海道電力
数値目標を
伴わない節電

8月4日（月）
（13～14時） 31.7 510 459 11.1% 516 472 9.2%

東北電力
数値目標を
伴わない節電

8月5日（火）
（14～15時） 33.2 1,586 1,360 16.7% 1,553 1,445 7.5%

東京電力
数値目標を
伴わない節電

8月5日（火）
（14～15時） 35.7 5,444 4,980 9.3% 5,612 5,320 5.5%

中部電力
数値目標を
伴わない節電

7月25日（金）
（14～15時） 38.2 2,647 2,452 8.0% 2,737 2,644 3.5%

関西電力
数値目標を
伴わない節電

7月25日（金）
（14～15時） 35.9 2,843 2,667 6.6% 2,960 2,873 3.0%

北陸電力
数値目標を
伴わない節電

8月1日（金）
（14～15時） 35.4 572 518 10.4% 570 548 4.1%

中国電力
数値目標を
伴わない節電

7月25日（金）
（15～16時） 36.3 1,160 1,061 9.3% 1,181 1,134 4.1%

四国電力
数値目標を
伴わない節電

7月25日（金）
（14～15時） 35.7 572 526 8.8% 583 559 4.3%

九州電力
数値目標を
伴わない節電

7月25日（金）
（16～17時） 34.2 1,714 1,522 12.7% 1,722 1,671 3.0%

沖縄電力 なし
7月4日（金）
（11～12時） 32.8 209 150 39.3% 216 155 39.2%

※１ 関西電力の最高気温は累積５日最高気温。
※２ 総合資源エネルギー調査会電力需給検証小委員会まとめ（2014年4月）
※３ 沖縄電力については、本州と連系しておらず単独系統であり、また離島が多いため予備率が高くならざるを得ない面があることに留意する必要がある。



実績－見通し
（万kW）※ 差の主な要因 検証から得られた示唆

合計 ▲1,121

気温影響等 ▲520

2014年度夏季は、猛暑ではな
かったため。

2014年度夏季の結果のみに着目する
のではなく、引き続き、今後の需給見
通しにおいても、平年並ではなく、猛暑
や厳寒などのリスクサイドで評価する
ことが必要。

経済影響等 ▲290

2014年度のIIPの伸び率の修正
（1.8→0.4%）等が需要を押し下げ
たため。 －

節電影響 ▲311

照明、空調やテレビ等による節電
が幅広く実施されたため。

９電力管内において、数値目標無しの
節電要請を行い、一定の節電効果が
みられた。

（参考１）２０１４年度夏季の需給検証 【需要面について】

3
※ 実績は９電力の最大需要発生日における実績値の合計、見通しは事前の見通しにおける９電力の値を合計。



電源
実績－
見通し※

（万kW）
差の主な要因 検証から得られた示唆

合計 ▲386

原子力 0 － －

火力 ▲367
発電所の計画外停止、及び需給のひっ迫が生じな
かったことによる調整火力の停止

－

水力 ＋49
一部の地域では降雨量が少なかったが、全国では見
通しより実績が上回った。

地域によっては、事前想定を下回った
が、概ね想定は妥当。

揚水 ▲375
需給の状況を考慮した日々の運用による供給力減。 －

地熱
太陽光
風力

＋399

設備導入の拡大等による太陽光の供給力の増加及
び、最大需要日において風況が良好であったための
風力の増加

－

融通調整 +15
電力各社間の融通合計。ゼロとならないのは、各社
で最大需要発生日時が異なることによる

－

新電力へ
の供給等

▲105
卸電力取引所への売電増分 －

（参考２）２０１４年度夏季の需給検証 【供給面について】

4
※ 実績は９電力の最大需要発生日における実績値の合計、見通しは事前の見通しにおける９電力の値を合計。



（参考１）震災以降の老朽火力の状況

○ 震災後は原子力発電所が停止し、火力発電の稼働率が増加。計画外停止の件数は、今夏も老朽火力を含め増加
傾向。

○ ただし、異音発生に伴う停止等の産業保安監督部に報告義務がない、未然防止のための早期対応を含む。

注１）計画外停止：突発的な事故あるいは計画になかった緊急補修など予期せぬ停止。

注２）報告対象 ：電気事業法電気関係報告規則に基づき、感電等による死傷事故やボイラータービン等、主要電気工作物の破損事故
は産業保安監督部への報告対象。電気集塵機の性能低下、異音発生等に伴う、計画外停止は産業保安監督部への
報告対象外。

注３）老朽火力 ：2012年に運転開始から40年を経過した火力。
5
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需要面

１．２０１４年度冬季の需給検証に当たっての基本的な考え方（①需要）

項目 想定の考え方

気温影響
○過去10年の中で最も厳寒だった2011年度並みを前提。（ただし、東
北・東京は、2013年度に2011年度の厳寒を更新したことから、2013年度並み
を前提。また、北海道は2010年度並みを前提。）

経済影響 ○電力管内毎に直近の見直し等を踏まえて想定。

節電影響
○電力管内毎に2013年度の節電実績に定着率（アンケート調査で把
握）を乗じて想定。

気温影響
（厳寒※を想定）

算出の方法

節電影響等

経済影響

電力需要想定気温 経済 節電

＜変動要因＞

2010年度（基準年）冬季需要実績

2014年度冬季需要見通し
・気温：厳寒を前提
・経済：直近の経済見通し
・節電：定着節電分

6※ 北海道は2010年度、東北・東京は2013年度の気温影響と2010年度の気温影響との差分の合計。
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供給面

２．２０１４年度冬季の需給検証に当たっての基本的な考え方（②供給）

項目 想定の考え方

原子力 ○全原子力発電が稼働しない前提。

火力 ○稼働可能なものは、稼働させ、最大限供給力として見込む。

水力 ○渇水等を想定し、安定的に見込める供給力を下位５日平均で評価。

揚水 ○夜間の余剰電力、発電時間の長さ等を踏まえ可能な限り活用。

再生可能
エネルギー
（太陽光、風力）

○太陽光発電は、冬季は需要のピーク時間帯が夕方となる地域が多
いため、一部の地域を除き供給力として計上しない。

○風力発電は、天候により出力が変化するため、需要ピーク時間帯に
見込める供給力を、水力と同様、下位５日平均で評価。



３．２０１４年度冬季の電力需給見通しについて

(万kW) 東３社 北海道 東北 東京 中西６社 中部 関西 北陸 中国 四国 九州 ９電力 沖縄

供給力 7,511 620 1,516 5,375 8,925 2,530 2,612 559 1,135 527 1,562 16,436 176
最大電力需要 6,928 557 1,391 4,980 8,513 2,393 2,535 521 1,048 500 1,516 15,441 115
供給－需要 583 63 125 395 412 137 77 38 87 27 46 995 61
（予備率） 8.4% 11.4% 9.0% 7.9% 4.8% 5.7% 3.0% 7.2% 8.3% 5.5% 3.0% 6.4% 53.4%

①２０１４年度冬季の電力需給は、厳寒となるリスクや直近の経済成長の伸び、企業や家庭にお
ける節電の定着などを織り込んだ上で、いずれの電力管内でも電力の安定供給に最低限必要
とされる予備率３％以上を確保できる見通しである。

②北海道電力管内も予備率11.4%を確保できる見通しであるが、他電力からの電力融通に制約
があること等から、昨年と同様に、電源脱落リスクへの特段の対応を行うことが必要である。な
お、北海道電力の電気料金の値上げが需要に与える影響も適切に考慮する必要がある。

2014年度冬季（２月）の見通し※

※ 2011年度並みの厳寒を想定し、直近の経済見通し、2013年度冬季の節電実績を踏まえた定着節電を織り込み。
（北海道電力及び沖縄電力管内は厳寒であった2010年度並み、東北電力及び東京電力管内は2013年度並み）

※ 沖縄電力については、本州と連系しておらず単独系統であり、また離島が多いため予備率が高くならざるを得ない面があることに留意する必要。 8

（参考）北海道電力の電力料金の値上げが需要に与える影響を勘案した場合

(万kW) 東３社 北海道 東北 東京 中西６社 中部 関西 北陸 中国 四国 九州 ９電力 沖縄

供給力 7,511 620 1,516 5,375 8,925 2,530 2,612 559 1,135 527 1,562 16,436 176
最大電力需要 6,915 544 1,391 4,980 8,513 2,393 2,535 521 1,048 500 1,516 15,428 115
供給－需要 596 76 125 395 412 137 77 38 87 27 46 1,008 61
（予備率） 8.6% 14.0% 9.0% 7.9% 4.8% 5.7% 3.0% 7.2% 8.3% 5.5% 3.0% 6.5% 53.4%



４．まとめ
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１．2014年度冬季は、国民各層の節電の取組が継続されれば、いずれの電力管
内も、電力の安定供給に最低限必要な予備率3%以上を確保できる見通し。

２．但し、北海道電力管内では、他電力からの電力融通に制約があること、厳寒で
あり、万が一の電力需給のひっ迫が、国民の生命、安全を脅かす可能性がある
ことから、特段の対策が必要。

３．したがって、次の需給対策を講ずる必要があると考えられる。
①国民の節電の取組が継続されるよう、引き続き節電要請を行う

②特に北海道電力管内については、これまでの節電要請の効果や電気料金
の値上げが需要に与える影響も勘案し、大規模な電源脱落時に電力需給
がひっ迫することがないよう、多重的な需給対策を講じる

③需要家が積極的に節電に取り組むような仕組み（ディマンドリスポンス）の
取組拡大や発電所の保守・点検の確実な実施を図る 等

４．電力需給の量的なバランスのみならず、原発の稼働停止に伴う火力発電の焚
き増しによる燃料費のコスト増やCO2排出量の増加も深刻な問題。コスト抑制
策や、エネルギー源の多様化、調達源の多角化などに取り組む必要がある。
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はじめに 

本年４月、総合資源エネルギー調査会基本政策分科会電力需給検証小委員会

（以下、本小委員会）でとりまとめた 2014年度夏季の電力需給見通しは、東日
本大震災以降初めて全ての原発の稼働が見込まれないことや電源開発の松浦火

力２号機のトラブル等の影響により、東日本から中部及び西日本への周波数変

換装置（FC）を通じた電力融通を行わなければ、中部及び西日本全体で予備率
2.7％となり、電力の安定供給に最低限必要となる予備率３％を下回る厳しい見
込みであった。 

2014年度夏季は、需給が厳しい見込みであった西日本において、８月として
は2009年以来５年ぶりに低温となった。2014年度の日最高気温の月平均値は、
特に需給が厳しい見込みであった関西で前年比約３℃、九州で同約４℃低い等、

西日本を中心に気温が低く、冷房需要が伸びなかった。また、節電が着実に実

施された結果、全ての電力管内において見通しを上回る節電がなされたこと等

から、結果的に、2014年度夏季において、電力の安定供給に必要な予備力は確
保された。 
しかし、原子力発電所が完全に稼働停止し、火力発電所の稼働率が増加する

中、老朽火力の計画外停止件数は増加傾向に歯止めがかかっていない。特に、

緊急停止による供給力への影響を未然に防ぐための予防停止や、火力発電所の

高稼働に伴う機器や部品の劣化が要因とみられる緊急停止が増加しており、電

力の安定供給に対する潜在的なリスクは拡大している可能性がある。2014年度
冬季に向けて電力需給は引き続き予断を許さない状況である。 

 
  
本小委員会においては、電力需給の検証の客観性、透明性を確保する観点か

ら、データや分析手法を明らかにしつつ、第三者の専門家が公開の場で検証を

行うことを基本理念としている。 
電力需給の検証に当たっては、電力需給を保守的に見込むこととし、東日本

大震災後に政府において行われた需給検証の手法を踏まえつつ、その精度を向

上させるため、必要な検討を行った上で、新たな手法も取り入れることとして

いる。 
 
本小委員会では、2014年度夏季の節電期間の終了に合わせ、速やかに、2014

年度夏季の電力需給実績及び 2014 年度冬季の電力需給見通しの検証に着手し、
短期集中的に議論を行った。この報告書は、その結果をとりまとめたものであ

る。 
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 2014年度冬季の電力需給見通しのポイントは、以下のとおりである。 
１．2014 年度冬季の電力需給見通しは、2011 年度冬季並み（北海道電力管
内については更に厳寒であった 2010年度並み、東北及び東京電力管内に
ついては 2013年度並み）の厳寒となるリスクを織り込んだ上で、電力の
安定供給に最低限必要な予備率３％以上を確保できる見通しである。 

２． ただし、北海道電力管内については、他電力からの電力融通に制約があ
ること、発電所１機のトラブル停止が予備率に与える影響が大きいこと、

厳寒であるため、万一の電力需給のひっ迫が、国民の生命、安全を脅か

す可能性があること等を踏まえ、計画外停止の年間最大級のリスクに備

えることは当然として、過去最大級、又はそれを上回る計画外停止にも

備え、電力需給に万全を期す必要がある。なお、北海道電力の電気料金

の値上げが需要に与える影響についても適切に考慮すべきである。 
３．その他の電力会社管内についても、電力需給のひっ迫を避けるため、本

小委員会で見込んだ定着節電が確実に行われるよう促す必要がある。 
４．また、原子力発電所の稼働停止に伴い、エネルギー効率や環境性能の劣

る老朽火力等を含め、火力発電所の稼働が増加している。その結果、燃

料コストの増加、温室効果ガスの排出増加、安定供給上のリスク増大が

生じている。そのため、政府及び電力会社においては、引き続き、燃料

コスト抑制やエネルギー源・燃料調達源の多角化、合理的な節電や省エ

ネ、温暖化に対する対策などにも併せて努めるべきである。 
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第１章 2014年度夏季の電力需給の結果分析 

 
１．各電力会社管内における電力需給の状況 
 表１は、2014 年度夏季に政府が節電要請を行った９電力会社（北海道電力、
東北電力、東京電力、中部電力、関西電力、北陸電力、中国電力、四国電力及

び九州電力）管内及び沖縄電力管内の最大需要日における電力需給状況を示し

たものである。 
 2014年度夏季は、需給が厳しい見込みであった西日本において、例年最大需
要が発生することが多い８月において 2009年以来５年ぶりに低温となる等、西
日本を中心に気温が低く、冷房需要が伸びなかったこと等から、各電力管内の

最大需要は、７月から８月初旬に記録した。特に中部及び西日本では北陸電力

管内を除き、最大需要日は７月 25日に集中した。 
結果的に、各電力管内の最大需要は４月に本小委員会が示した想定（以下「事

前の想定」という。）を下回り、電力の安定供給に最低限必要な予備率３％以上

を確保し、需給ひっ迫に至ることはなかった。 
以下、2014年度夏季の電力需給の状況を詳細に分析する。 

 
【表１ 2014年度夏季の各電力会社管内における需給状況（最大需要日）】 
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【表２ 2014年度夏季の日最高気温の月平均値】 
（℃） 北海道 東北 東京 中部 関西 北陸 中国 四国 九州 

７月 

2013年度 27.1 26.9 31.4 33.0 32.9 30.1 32.2 32.8 33.4 

2014年度 27.0 28.6 30.5 32.3 32.1 29.8 30.8 31.2 30.7 

差分 ▲ 0.1 ＋1.7 ▲ 0.9 ▲ 0.7 ▲ 0.8 ▲ 0.3 ▲ 1.4 ▲ 1.6 ▲ 2.7 

８月 

2013年度 27.1 30.3 33.2 34.5 34.8 31.3 33.6 33.7 34.3 

2014年度 26.5 28.8 31.2 31.5 31.7 30.4 30.3 30.4 29.9 

差分 ▲ 0.6 ▲ 1.5 ▲ 2.0 ▲ 3.0 ▲ 3.1 ▲ 0.9 ▲ 3.3 ▲ 3.3 ▲ 4.4 

 

２．供 給 ～事前の想定から▲386万 kW 

 2014年度夏季の最大需要日の供給力（実績）の合計（９電力会社の合計。以
下同じ。）は、17,048万 kWであり、事前の想定である 17,434万 kWを 386万
kW下回った。以下、電源毎に実績と事前の想定との差を検証する。 
 
【表３ 2014年度夏季の供給力（実績）と事前の想定との差】 

 
※1 ９電力の最大需要発生日における実績値を合計 
※2 事前の見通しにおける９電力の値を合計 
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（１）火力発電所 ～事前の想定から▲367万 kW 
2014 年度夏季の最大需要日における火力発電所の供給力（実績）の合計は、

13,328万 kWであり、事前の想定である 13,695万 kWを 367万 kW下回った。 
以下に、2014年度夏季の火力発電所の状況について記す。 

 
①計画外停止の状況 

2014 年度夏季の計画外停止の状況を表４に示す。各電力会社は、2014 年度
夏季も引き続き、火力発電所の巡回点検の回数を増やすとともに総点検を実施

することにより、設備のわずかな異常兆候の早期発見及び休日を利用した 24時
間体制での早期復旧等を実施した。また、需要の低い休日に早期補修を実施す

る等、効率的な補修の実行で、トラブルの大規模化や、長期化の防止を図った

が、2013年度に比べ計画外停止の期間平均値及び最大値は増加した。また、今
夏の最大需要日における計画外停止による供給力低下分の９電力合計は 342 万
kW（予備率に与える影響：▲2.2%）と、予備率に与える影響は引き続き無視で
きない水準となっている。 
 
【表４ 2014年度夏季の計画外停止の状況】 

 
 

 

【図１ 2014年度夏季最大需要日の計画外停止の予備率への影響】 
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【表５ 2013年度夏季の計画外停止の状況】 

 

 
【図２ 2013年度夏季最大需要日の計画外停止の予備率への影響】 

 2010 年度から 2014 年度夏季（７～８月）までの計画外停止の件数の推移を
図３に示す。東日本大震災後、原子力発電所が稼働停止し、火力発電所の稼働

率が増加する中で、運転開始から 40年以上が経過した老朽火力発電所の計画外
停止の件数は今夏も増加傾向にあり、これを極力減らすための検討が求められ

る。現在のところ、計画外停止の内容は、異音発生に伴う停止等の法令に基づ

く報告義務がないものが大半を占めるが、電力会社は、不測の事態に備えて、

引き続き点検や補修等に万全を尽くす必要がある。 

 
【図３ 各年度の計画外停止の件数】 
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②計画外停止の要因について 
図４に火力発電所の計画外停止件数（発電機数ベース）の 2013年度、2014

年度の実績比較を示す。全体の件数では、2013年度夏季（７月及び８月）の 252
件に比べ、2014年度は 229件と減少している。 
緊急停止による供給力への影響を未然に防ぐための予防停止は若干増加して

いるが、緊急停止件数は減少。中でも、機器の故障等による計画外停止は減少

しているが、火力発電所の高稼働に伴う機器や部品の劣化が要因とみられる停

止が増加している。 
 

 
注１）電源開発分を含む。 

注２）計画外停止：突発的な事故あるいは計画になかった緊急補修など予期せぬ停止。予防停止と緊急停

止を含む。なお、出力抑制も１件と数える。 

・予防停止：発電機補機のトラブル等により出力抑制したものや需要の低い週末等に作業を実施したもの

等、緊急停止に至る前に補修を行うため、予防的に停止したもの。 

・緊急停止：ユニットの自動停止等、緊急的に運転を停止したもの。 

・設備劣化等：高稼働により設備が劣化しチューブリークや蒸気漏れに至ったもの。点検等の保守の不完

全によるものも含む。 

・設備損傷等：機器や部品の損傷や不正動作等。 

・自然現象：海水温の上昇、くらげや漂流物の発生等。 

・燃料不良：湿炭等。 

 

【図４ 火力発電所の要因別計画外停止件数】 

 

図５に計画外停止の東西エリア別の件数比較を示す。 

東日本（北海道、東北及び東京電力管内）エリアでは、2013年度の計画外停
止（予防停止を除く）件数 71件から 2014年度には 28件と減少している。特
に、設備損傷及び劣化等による計画外停止が減少している。 

逆に今夏の需給が厳しい見込みであった中部及び西日本（中部、北陸、関西、

中国、四国及び九州電力管内）エリアでは、2013年度から 2014年度に計画外
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停止が増加（73件から 81件）している。設備の劣化等による停止が増加して
おり、火力発電所の高稼働によるものと考えられる。 

 
【図５ 火力発電所の要因別計画外停止件数（東西比較）】 

 
③今夏の計画外停止期間について 
図６に今夏の高需要期に計画外停止となった火力発電所のうち主なもの※を

示す。 

 
【図６ 今夏の計画外停止の期間】 

※出力 50万 kW以上で、需要の低下するお盆時期(８/13～８/19)を除いた期間
に１週間以上計画外停止となった火力発電所。（例年の高需要期であるお盆の

前後時期(８/11～12、８/20～22)に短期間でも停止した発電所は含む。） 
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④火力の計画外停止の再発防止策 
法定点検終了日から３ヶ月以内に計画外停止に至った発電所については、今

後に向けた再発防止対策を講じている。表６に電力各社の対策を示す。 

【表６ 計画外停止の再発防止について】 

 
 
⑤気温上昇による出力低下等 
 夏季は、気温が上昇し、吸入する空気の密度が低下すること等により、ガス

タービンの出力が低下する。2014年度夏季の最大需要日の出力低下（実績）を
表７に示す。全体としては、概ね事前の想定通りであった。 
 
【表７ 2014年度夏季最大需要日の気温上昇による火力発電所の出力低下】 

 
 
気温上昇による出力低下を抑制するため、各電力会社は、2012年度夏季から

吸気冷却装置を導入している。吸気冷却装置の導入による増出力（実績）を表

８に示す。全体としては、概ね事前の想定通りであった。 
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【表８ 2014年度夏季最大需要日の吸気冷却装置による出力増加】 

 

 
（２）水力発電所 ～事前の想定から+49万 kW 

2014 年度夏季の最大需要日における水力発電所の供給力（実績）の合計は、
1,324万 kWであり、事前の想定である 1,274万 kWを 49万 kW上回った（表
９）。 

2014年度夏季は、全国的には渇水ではなかったため、日本全国で見ると水力
の供給実績は事前の想定を上回った。しかし、東京電力管内においては、梅雨

明けの７月上旬から８月上旬にかけての降水量が少なく、水力の供給力は事前

の想定を下回った。 
水力発電所の供給力の事前の想定は、１ヶ月間のうち下位５日の平均の出水

量を過去 30年間の平均値等で評価した。地域によっては実績が事前の想定を下
回ったが、供給力の合計は、これをやや上回っており、広域での電力融通が適

切に行われることを前提として、この評価方法は妥当であったと評価される。 

【表９ 2014年度夏季最大需要日の水力発電所の供給力（実績）】 

 
 
（３）再生可能エネルギー（太陽光、地熱、風力）～事前の想定から+399万 kW 
①太陽光発電所 ～事前の想定から+364万 kW 

2014年度夏季の最大需要日の太陽光発電所の供給力（実績）を表１０に示す。
太陽光発電所は、天候によって出力が変動することから、各月の需要上位３日

の出力比率を過去 20年分集計し、このうち下位５日の平均値を安定的に見込め
る供給力として評価している。2014年度夏季の最大需要日における太陽光発電
所の供給力（実績）の合計は、633万 kWであり、結果として、事前の想定であ
る 268万 kWを 364万 kW上回った。 
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【表１０ 2014年度夏季最大需要日の太陽光発電所の供給力（実績）】 

 
 
太陽光の供給力の主な増加要因は、①設備導入量の増加、②出力比率の増加

が挙げられる。設備容量の増加は、2012年７月より開始した再生可能エネルギ
ーの固定価格買取制度導入の効果が継続していることもあり、事前の想定より

52 万 kW（約３%）増加した。また、日射量に恵まれたことによる出力増が、
出力比率増加の要因である。 
 
②地熱発電所 ～事前の想定から▲２万 kW 
地熱発電所の供給力（実績）の合計は、28万 kWであり、事前の想定である

30万 kWを２万 kW下回った。 
 
③風力発電所 ～事前の想定から+36万 kW 

2014年度夏季の最大需要日の風力発電所の供給力（実績）を表 11に示す。 
風力発電所は、ピーク時に供給力がゼロとなるケースが多数存在することか

ら、保守的に評価する手法として、水力発電所と同様に、各月の風力発電所の

出力が低かった下位５日の平均値を、実績データが把握可能な期間（過去３～

８年間）で平均した値を示した。 
2014年度夏季の風力発電所の供給力（実績）の合計は、夏季の最大需要日が

風況に恵まれたことにより、38万 kWとなり、結果として、事前の想定である
２万 kWを 36万 kW上回った。 
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【表１１ 2014年度夏季最大需要日の風力発電所の供給力（実績）】 

 

 
３．需 要 ～事前の想定から▲1,121万 kW 

2014年度夏季、最大需要日の需要（実績）の合計は、15,545 万 kW であり、
事前の想定である 16,666万 kWを 1,121万 kW下回った。以下、実績と事前の
想定との差の要因を検証する。 

（１）需要の減少要因 
 事前の想定では、需要変動に影響を与える要素を、①気温影響等、②経済影

響等、③節電影響に分類して評価を行った。表 12にこれらの分析結果を示す。 

【表１２ 需要の主な増減要因の分析】 
実績※1－見通し※2 

(万 kW) 
差の主な要因 検証から得られた示唆 

合計 ▲1,121   
気温影響等 ▲520 2014年度夏季は猛暑ではな

かったため。 
 

2014年度夏季の結果の
みに着目するのではな

く、引き続き、今後の需

給見通しにおいても、平

年並みではなく、猛暑や

厳寒などのリスクサイド

で評価することが必要。

経済影響等 ▲290 2014年度の IIPの伸び率の
修正（1.8→0.4%）等が需要
を押し下げたため。 

 
－ 

節電影響 ▲311 照明、空調やテレビ等による

節電が幅広く実施されたた

め。 
 

９電力管内において、数

値目標無しの節電要請を

行い、一定の節電効果が

みられた。 
※1 ９電力の最大需要発生日における実績値を合計 
※2 事前の見通しにおける９電力の値を合計 
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①気温影響等1 ～事前の想定から ▲520万 kW 

2014年度夏季は、猛暑ではなかったため、全ての電力管内において最大電力
需要は事前の想定を下回った。 

 
【表１３ 電力各社における気温影響等実績】            (万 kW) 

 東3社 北海道 東北 東京 中西６社 中部 関西 北陸 中国 四国 九州 ９電力 

見通し ▲134 ▲1 ▲74 ▲59 +182 +49 +56 +2 0 +2 +73 +48 

実績 ▲293 ▲7 ▲142 ▲144 ▲179 ▲69 +11 ▲21 ▲56 ▲16 ▲28 ▲472 

差分 ▲159 ▲6 ▲68 ▲85 ▲361 ▲118 ▲45 ▲23 ▲56 ▲18 ▲101 ▲520 

 
②経済影響等2 ～事前の想定から▲290万 kW 
事前の想定よりも IIP の伸び率が小さかったこと（1.8%→0.4%）や、離脱需

要の拡大等により、事前の想定よりも需要が 290万 kW減少した。 
 
【表１４ 電力各社における経済影響等実績】            (万 kW) 

 東3社 北海道 東北 東京 中西６社 中部 関西 北陸 中国 四国 九州 ９電力 

見通し 109 

(▲91) 

3 

(▲3) 

26 

(▲2) 

80 

(▲86) 

▲46 

(▲40)

▲2 

(▲14)

▲15 

(▲7)

▲2 

(▲1)

▲24 

(▲2)

▲9 

(▲3) 

9 

(▲13) 

63 

(▲131)

実績 ▲46 

(▲159) 

3 

(▲3) 

21 

(▲4) 

▲70 

(▲152) 

▲178

(▲89)

▲33 

(▲22)

▲68 

(▲36)

▲4 

(▲0)

▲32 

(▲5)

▲13 

(▲4) 

▲28 

(▲22) 

▲224

(▲248)

差分 ▲155 0 ▲5 ▲150 ▲135 ▲31 ▲53 ▲2 ▲8 ▲4 ▲37 ▲290

（注）カッコ内に離脱分を記載 

③節電影響 ～事前の想定から▲311万 kW 
国民各層の節電により、事前の想定よりも需要が 311万 kW減少した。表 15
に 2014年度夏季の各電力管内における節電目標と需要減の実績を示す。 
全ての電力会社において、事前に想定した定着節電以上の需要減となった。 

  

                                                  
1 気温影響に H3実績を H1実績（推計）に割り戻した際に生じた差分を加えた合計を「気
温影響等」とした。 

2 経済影響と新電力への離脱影響の合計を「経済影響等」とした。 
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【表１５ 2014年度夏季の節電目標と需要減の実績】 

 
④要因分析のまとめ 
表 16に 2014年夏季の需要見通しと実績との比較について、差分の要因分析

のまとめを示す。 
実績が見通しを下回った要因として、東日本においては、気温が低かったこ

とによる影響が 36%、経済が想定よりも伸びなかったことや離脱が増えたこと
による影響が 35%、節電の進展による影響が 28%を占めた。 
また、中部及び西日本においては、気温が低かったことによる影響が 53%、

経済が想定よりも伸びなかったことや離脱が増えたことによる影響が 19%、節
電の進展による影響が 27%を占めた。 
 
【表１６ 2014年度夏季の需要の見通しと実績との比較（要因分析）】         
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（２）需要減のための取組等 
①需要家別の需要減の状況 
 表 17に各電力会社管内における「大口需要家」、「小口需要家」、「家庭」の需
要減の実績（需要減の実績を気温補正することで気温影響を除いたもの。）を示

す。各電力会社管内の産業構造や気象状況等によって、各需要家の節電の実績

には差がみられるが、概ね国民各層において、節電努力がなされたものと考え

られる。 
2014年度夏季の節電の実施内容として、関西及び九州電力管内を抽出して見

ると、エアコンは室温 28℃を心がける、無理のない範囲でエアコンを消して、
扇風機を使う、テレビは必要なとき以外は消す等の取組みが広く行われたこと

が窺える（図７）。 
 

【表１７ 大口・小口・家庭別の需要減の実績】 

 
※節電要請期間であった７月１日（火）から８月 29日（金）時点まで(土日祝日、その他異常値を除く)の期間について 2010年度夏季の
需要の気温感応度を基に今夏の各日の需要値（理論値）を算出し、これと今夏の各日の需要実績との差を比較・平均等したもの。内訳

はサンプルデータや契約電力等から推計。 

 
（参考 産業・業務・家庭別の需要減の実績） 

 
※節電要請期間であった７月１日（火）から８月 29日（金）時点まで(土日祝日、その他異常値を除く)の期間について 2010年度夏季の
需要の気温感応度を基に今夏の各日の需要値（理論値）を算出し、これと今夏の各日の需要実績との差を比較・平均等したもの。内訳

はサンプルデータや契約電力等から推計。 
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【図７ 実施した節電内容（2014年度夏季・家庭部門）】 

 
②節電が電力量（kWh）に与える影響 
 表 18に 2014年度夏季（７月～８月実績）の節電電力量（kWh）を示す。2014
年度夏季の電力量（kWh）の減少分から、気温影響等及び経済影響等を除いた
節電による電力量の減少率は全国で▲6.3%であり、2013 年度夏季▲5.9%と概
ね同程度であった。 
 2014年度夏季についても、節電が電力使用量の削減に相当の効果を与えたと
考えられる。 
【表１８ 2014年度夏季の節電電力量について】
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③需給調整契約 
 表 19 及び表 20 に 2014 年度夏季の計画調整契約及び随時調整契約の状況を
示す。北海道電力については、管内の経済活動への影響を小さくするため、計

画調整契約から随時調整契約に移行を図った。東北、関西、中国、四国及び九

州電力については、最大需要日の契約が事前の想定よりも少なかったことによ

り減少した。 
 
【表１９ 計画調整契約の状況】 

 

【表２０ 随時調整契約の状況】 

 

 
（３）電力会社において行われた需要対策（関西電力の例） 
 2014年度夏季の事前の想定において、電力需給バランスが厳しかった関西電
力では、2013 年度夏季に引き続き、BEMS アグリゲーター との協業による需
要抑制に取り組んだ（図８）他、管内に店舗が所在する企業と協力し、「みる電

出かけて COOLプロジェクト」によりクールスポットへの外出を促し、ご家庭
の電力需要を抑制する取り組み（図９）を実施した。BEMS アグリゲーターと
の協業による需要抑制では、2013年度夏季の結果を踏まえ、負荷調整対象顧客
の拡大（契約電力 2,000kW未満に拡大）を行い、2013年度夏季よりも負荷調整
の対象顧客および契約調整電力を積み増すことができた。また、実施結果につ

いても、契約調整電力に対して約７割のピーク抑制効果を確認することができ

た。他方で、食品スーパー・娯楽施設において、体制の不備があったことや、

工場等において、生産ラインの稼働を優先したことにより、目標未達の日が発

生するなどの課題も挙がった。 
 こうした結果を踏まえ、引き続き、需要家の負担と需要削減効果の両面に留

意しつつ、ディマンドリスポンスの取組を更に改善し、拡大していくべきであ

る。 
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【図８ 関西電力における BEMSアグリゲーターとの協業（9月 3日の実施結果例】
  
 

 
【図９ 関西電力における「みる電出かけて COOLプロジェクト」】

クーポン使用理由（複数回答あり） 
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（参考）2014年度夏季の電力需給対策について 
①対策 
全国（沖縄電力管内を除く）で「数値目標を伴わない」一般的な節電の協力

を要請することに加え、中部及び西日本において、昨年よりも厳しい電力需給

状況が見込まれることを踏まえ、政府において以下の特段の対策を講じた。 
１．中部及び西日本の電力各社に対し、需給調整契約などで予備力を積み増

すことを要請する。特に電力需給が厳しい関西電力及び九州電力に対して

は、FCを通じた電力融通に頼らずとも予備率３%以上を確保できるよう、
合計で 24万 kW以上の予備力を６月末までに積み増すことを要請する。 

２．火力発電所の計画外停止を最大限回避するため、電力会社に対して、６

月末までに全国で「火力発電所の総点検」を行い、その結果を政府に報告

するよう要請する。 

３．自家発電設備の活用を図るため、中部及び西日本において設備の増強等

を行う事業者に対して補助を行う。 

４．中部及び西日本を中心として、大規模な「節電・省エネキャンペーン」

を行い、具体的で分かりやすい節電メニューの周知、ディマンドリスポン

スなどの取組促進、節電・省エネ診断事業の集中実施等を行う。 
 
②対策の結果 
対策のうち、電力会社の取組について、以下に記す。 
 

１．予備力の積み増しの結果 
表 21に、2014年度夏季に向けた、中部及び西日本の電力各社による予備

力積み増しの実績を示す。 
夏季の節電協力要請期間が始まる６月末までに、関西電力及び九州電力の

２社で 43.4万 kW、２社を含む中部及び西日本６社全体で 55.3万ｋWの積
み増しを確認した。 

 
【表２１ 予備力積み増しの実績】 

 
 
２．総点検の結果 
電力各社（沖縄除き、電源開発を含む）に対し、86 箇所の火力発電所につい
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て、保守・保安点検を行い、その結果について報告を求めた。 
夏季の需給に影響を及ぼす異常はなく、軽微な不具合に対してもリスク低減

のため、適切な処置がなされていた。 
経済産業省として、夏季における電力の安定供給に万全を期すよう各社に依

頼した。点検概要及び点検結果は次のとおり。 
a.点検概要 

1．夏季前の発電所の保守・保安点検 
電力各社に対し、86 箇所の火力発電所について保守・保安点検を行い、
その結果について報告を求めた。 

2．各電力事業者の火力発電所の管理状況調査 
電力会社から提出された上記 86箇所の火力発電所の調査票を参考に過去

の計画外停止事象への対応や今夏における運転管理、巡視点検の強化状況、

万が一のトラブル補修対応体制等についてヒアリングを実施。 

3．火力発電所への立入調査 
電力各社へのヒアリングで確認した保守・保安管理状況について、現場で

の実態を確認する目的から、老朽火力や昨年度にトラブルが発生したもの、

また、定期点検が繰り延べされていることを考慮して選定した火力発電所

31箇所への立入調査を実施。 

4．火力発電所への巡察 
今夏の電力需給が厳しい見通しである中部及び西日本を中心に、電力需給

対策の状況確認の観点から、経済産業局長による火力発電所への巡察を実施。 
 
b.点検結果 

1．夏季前の発電所の保守・保安点検 
夏季の需給に影響を及ぼす異常は見つからなかったが、一部、経年劣化に

よる配管の腐食等、軽微な不具合に対しては、適切な処置を実施し、今夏に

おける供給支障のリスク低減の活動が実施されていることを確認。 
発電所の燃料確保状況、冷却水の取水の妨げとなるクラゲの被害への対策

等についても確実に実施されることを確認。 

2．各電力事業者の火力発電所の管理状況調査 
電力各社において適切な体制構築と管理を実施していることを確認。 

3．火力発電所への立入調査 
保守・保安管理については、現場において適切に実施されており、特段の

改善が必要な発電所はないことを確認。 
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4．火力発電所への巡察 
保守・保安管理が適切に行われていることを確認したうえで、電力各社に

対し、安定供給及び設備の安全の観点から、今夏の高需要期における大きな

トラブルリスクを低減するため、点検を強化して安定供給に万全を期すよう

依頼。 
 
４．2014 年度夏季の電力需給の結果分析の総括 

 以上、事前の想定と実績との差等について検証を行ったが、需給両面から総

括して、ポイントを以下に記す。 
（１）供給面 
○火力発電については、震災後のフル稼働が続いている影響から、計画外停止

による供給力低下は引き続き無視できない水準となっている。現状では電力

各社による効率的な補修点検等により、需給ひっ迫につながる緊急的なトラ

ブルは避けられている状況ではあるが、引き続き、各電力会社において点検

や補修に万全を尽くす必要がある。 
○水力発電については、地域によっては実績が事前の想定を下回ったが、供給

力の合計は、これをやや上回っており、広域での電力融通が適切に行われる

ことを前提として、従来の評価方法は適切であったと評価される。 
○太陽光発電について、設備導入の拡大と日射量の上昇により、実績が事前の

想定を大幅に上回った。 
○風力発電については、ピーク時に供給力がゼロとなるケースがあることも考

慮し、確実に供給力に計上できる分として保守的な想定を行っているところ

であり、最大需要日の実績が想定を下回る地域がなかったことから、現時点

までの実績からは、本委員会における想定手法は適切であったと評価される。 

（２）需要面 
○2014年度夏季は、全ての電力会社において最大需要実績が事前の想定を下回
った。しかし、老朽火力のフル稼働等、楽観視できる状況ではないため、引

き続き、今後の需給見通しにおいても、猛暑及び厳寒などのリスクサイドで

評価を行う必要がある。 
○産業の活性化等による需要の伸びはあったものの、IIPの伸び率の下方修正や
離脱需要の拡大等により、事前の想定から減少した。 
○ディマンドリスポンスの取組の結果を踏まえ、需要家の負担と需要削減効果

の両面に留意しつつ、その実施方法を更に改善し、拡大していくべきである。 
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（参考）離脱影響の評価について 
 
図 10に、新電力の需要と、一般電気事業者からの供給力調達の推移を示す。 
2012 年度から 2014 年度にかけて新電力の需要は増加しており、あわせて、

一般電気事業者から新電力への電力供給も増加傾向にある。 
新電力の需要のうち、一般電気事業者からの調達で供給している割合は、2012

年度は 12%程度、2014年度は 17%程度となっている。 
自家発やその他発電事業者及び市場からのスポット調達等により、供給力を

カバーしている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【図１０ 全国（９電力エリア）での新電力需要と、一般電気事業者からの調

達比較（万ｋＷ）】 
 
表 22において、新電力の需要と一般電気事業者のピーク需要の割合を、表 23

において、一般電気事業者から新電力への供給電力と一般電気事業者のピーク

時供給力の割合を示す。 
 
【表２２ 一般電気事業者の需要と新電力の需要の割合】 

 
※新電力の需要／一般電気事業者の需要 
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【表２３ 一般電気事業者の供給力に占める新電力への供給量割合】 

 
※新電力への供給量／一般電気事業者の供給力合計 
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第２章 2014年度冬季の電力需給の見通し 

１．基本的な考え方 
 2014年度冬季の需給見通しの検証に当たっての基本的な考え方を以下に記す。 
 
（１）供給面 
各電源について、2014年度冬季に供給力として確実に見込めるかどうかを十
分に精査しつつ、可能な限り、供給力を積み上げる。その際、各電力会社間の

電力融通も加味する。 
 原子力発電所については、全原子力発電所が稼働しない前提とする。 
 
（２）需要面 
 気温が低くなるリスクを想定し、2011年度冬季並みの厳寒の需要を想定する
（ただし、北海道電力管内については、2010 年度が 2011 年度よりも厳寒であ
ったため 2010年度並みを想定する。また、東京電力及び東北電力管内について
は、2013年度に 2011年度の厳寒を更新したことから、2013年度並みを想定す
る。）。 
 これに直近の経済見通し、節電の定着状況等を反映して、2014年度冬季の需
要想定とする。 
 
（３）電力需給バランスの検証 
 以上により想定された各電力会社の需給バランスについて、９電力管内全体、

東日本の３電力管内全体、中部及び西日本の６電力管内全体といった広域的な

視点を含め、安定供給が可能であるかを検証する。 
沖縄電力管内については、他電力管内のように原子力発電所の稼働停止によ

り供給力が大幅に不足するような状況にないこと、他電力管内と連系設備で連

結されていないことを踏まえ、沖縄電力管内単体の 2014年度冬季の需給見通し
を示す。 
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２．2014年度冬季の供給力の想定 
 2014年度冬季の供給力の想定に当たっては、各電源について、供給力として
確実に見込めるかどうかを十分に精査しつつ、可能な限り、供給力を積み増す。

以下、電源毎に供給力の見込みを示す。 
 
（１）原子力発電所 
原子力発電所については、今冬の供給力として確実に見込むことはできない

ことから、供給力を見込むにあたっては、全原子力発電所が稼働しない前提と

する。 
 
（２）火力発電所 ～2014年度冬季（１月）は 2013年度冬季実績から+270万

kW 
①火力発電所の定期検査 
 火力発電所で稼働可能なものは、稼働させ、最大限供給力として見込む。 
ただし、第１章にも記したとおり、東日本大震災以降、老朽火力を含む火力

発電所の計画外停止件数は増加傾向にある。火力発電所については、電気事業

法に基づき、原則として、ボイラーは２年毎、タービンは４年毎に定期検査を

実施する必要がある。前回定期検査の終了から２年以上を経過した火力発電所

は 81機（全火力発電所の３割程度）に上り、前回定期検査の終了から４年以上
を経過したものは 10機（全火力発電所の３%程度）に上る。 
そのため、保安の観点から定期検査をする必要のあるものを見極めて定期検

査を行う（すなわち供給力として計上しない）こととし、その他は稼働させ、

供給力として見込むこととする。 
表 24に 2014年度冬季に定期検査等が不可避であると評価したもの（７社 33
機）を示す。 
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【表２４ 2014年度冬季に定期検査等を行う必要のある火力発電所】 
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②長期停止火力発電所 
 東日本大震災以降、これまで長期停止火力発電所3の再稼働（６社 10 機。う
ち 2014年度冬季の稼働は５社６機）が行われ、供給力として計上してきた（表
25）。一方で、被災からの復帰や長期停止からの再稼動を行ったが、設備の劣化
が著しいため、再び長期停止となった火力発電所（１社８機）もある（表 26）。
これらの、再び長期停止に入った火力発電所を含めた長期停止火力発電所につ

いては、主要設備の腐食、肉厚薄化が進んでいるケースや既に設備、部品が撤

去されているケースもあり、材料手配、部品調達、補修工事等により、すぐに

は再稼働できないため、2014年度冬季の供給力として見込まない（表 27）。 
 
【表２５ 2014年度冬季に稼働している長期停止から再稼動した火力発電所】 

 
 
【表２６ 設備の劣化が著しいため長期停止となる火力発電所】 

  

                                                  
3 運転年数が相当程度経過し、設備の劣化状況や需給状況等を考慮し、廃止を見据えて、数
年単位で行う計画停止しているもの。 
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【表２７ 2014年度冬季に再稼動できない長期停止火力発電所】 

 
 
③新設火力発電所の扱い及び火力発電所の増出力 
表 28 に、2014 年度冬季に試運転を含め運転開始時期が近い火力発電所を示

す。新設火力発電所は、営業運転開始の６ヶ月前から試運転を行うことが多い

が、試運転中は出力を変動させる試験を行うことや、過去に試運転中にガスタ

ービン回転体の不具合等により長期間の停止を要する修理・点検が発生してお

り4、安定した供給力を見込めないことから、これを確実な供給力として評価す

ることは不適切である。 
ただし、関西電力姫路第二発電所の６号機（2014 年 10 月試運転開始）につ

いては、同サイトにある同型機において既に営業運転が開始済みであり、技術

的な蓄積の横展開が可能で、試運転に伴うトラブルの見込みが低いと考え、こ

れを 2014年度冬季の供給力として見込むこととする。 
 

  

                                                  
4 2013年１月に運転開始した中部電力上越火力 1号系列第２軸（59.5万 kW）は、2012年
５月より試運転を行ったが、試運転中にガスタービン１台の空気圧縮機が損傷し、2012
年度夏季に１ヶ月程度停止した。 
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【表２８ 2013年度冬季以降に新設等された火力発電所等】 

 
 
火力発電所の増出力は、過負荷運転や炭種変更、重油の専焼等により行われ

る。2013 年度冬季の増出力状況等を踏まえ、2014 年度冬季の増出力を見込む
こととする（表 29）。 
 
【表２９ 過負荷運転等による増出力見込み】 

 
 

④緊急設置電源の設置・自家発事業者からの電力購入 
東日本大震災以降、東北電力及び東京電力を中心に緊急設置電源を導入して

きたが、新設の火力発電所の稼働等に伴い、2013年度冬季に比べ、９電力合計
で 34万 kW減少することを見込む（表 30）。具体的には、東京電力による緊急
設置電源の廃止等による減（34万 kW）である。 
 
【表３０ 緊急設置電源の活用見込み】 
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自家発事業者からの電力購入について、新規電源の運転開始等に伴い、2013
年度冬季よりも自家発事業者からの電気の購入を減らす見込みの電力管内があ

り、９電力会社の合計では、2013年度冬季よりも 32万 kWの減少を見込む（表
31）。 
 
【表３１ 自家発事業者からの電力購入見込み】 

 
 
（３）水力発電所 ～2014 年度冬季（１月）は 2013 年度冬季実績から▲110

万 kW 
 水力発電所の供給力については、降雨等によって出水量が日々変化するため、

従来、月毎（１月～12 月）に供給力が低かった下位５日の平均値を、過去 30
年間平均した値を安定的に見込める供給力として評価してきた。 
第１章に記したとおり、広域的な電力融通が行われることを前提として、従

来の評価方法は適切であったと評価されるところ、2014 年度冬季においても、
同様の評価方法を採用し、水力発電所の供給力を見込むこととする（表 32）。 
 

 

【図１１ 水力発電所の供給力の計上方法】 
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【表３２ 2014年度冬季の水力発電所の供給力見込み】 

 
 
なお、水力発電所についても、火力発電所と同様に、保安の観点から定期検

査をする必要のあるものを見極めて定期検査を行う（すなわち供給力として計

上しない）こととし、その他は稼働させ、供給力として見込むこととする。 
表 33に 2014年度冬季に定期検査を行う必要があると評価したもの（６社 24

機）を示す。  
 
【表３３ 2014年度冬季に定期検査を行う必要のある水力発電所】 
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（４）揚水発電所 ～2014 年度冬季（１月）は 2013 年度冬季実績から+72 万
kW 

 揚水発電所は、夜間の余剰電力、汲み上げ能力、貯水能力、放水時間の長さ

等によって供給力が変化する。2014年度冬季は、揚水発電所（北海道電力京極
揚水発電所１機、20 万 kW）が新設されたこと等により、揚水供給力は増加す
る見通しである。 
 表 34に 2014年度冬季の揚水発電所の見込みを示す。 

【表３４ 2014年度冬季の揚水発電所の見込み】 

 

（５）再生可能エネルギー（太陽光、地熱、風力） ～2014 年度冬季（１月）
は 2013年度冬季実績から▲95万 kW 

①太陽光発電所 ～2014年度冬季（１月）は 2013年度冬季実績から▲18万 kW 
冬季は、電力需要のピーク時間帯が夕方となる地域が多く、日射量が見込め

ないため、太陽光発電所の供給力は基本的に見込まない（中部電力管内につい

ては、電力需要のピーク時間帯が午前中となるため、供給力を計上する。）。 
表 35に 2014年度冬季の太陽光発電所の見込みを示す。 

  
【表３５ 2014年度冬季の太陽光発電所の供給力見込み】 
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②地熱発電所 ～2014年度冬季（１月）は 2013年度冬季実績から+１万 kW 
 地熱発電所は、蒸気量の増加等により、2013年度冬季から１万 kWの供給力
の増加を見込む。 
 
③風力発電所 ～2014年度冬季（１月）は 2013年度冬季実績から▲79万 kW  
 風力発電所は、ピーク時間帯に風が吹くとは限らないことから、水力発電所

と同様に、各月の風力発電所の出力が低かった下位５日の平均値を実績データ

が把握可能な期間（過去３～８年間）で月毎に平均した出力（L５評価値）を供
給力として評価することとしている。ただし、風力発電所は、水力発電所に比

べてデータの蓄積が少ない（過去３～８年）ことに伴い、誤差が生じる可能性

についての懸念もあり、将来的には、設備の導入拡大が見込まれることから、

供給力の予測精度を上げていくことが必要であり、引き続きデータの整備や予

測手法の高度化に努めることとする。 
 表 36に 2014年度冬季の風力発電所の見込みを示す。 
 
【表３６ 2014年度冬季の風力発電所の供給力見込み】 

 
 
（６）電力融通 
 表 37に 2014年度冬季の電力融通の見通しを示す。需給バランスの厳しい関
西電力及び九州電力は、他電力（中部電力及び中国電力）から、それぞれ 41万
kW、93万 kWの融通を見込む。 
 
【表３７ 2014年度冬季における電力融通見込み】 
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（参考 地域間連系線の現状（日本地図）） 
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３．2014年度冬季の需要の想定 
 2014年度冬季の需要想定に当たっては、電力需要の変動要因である気温影響、
経済影響等、節電影響について、どの程度見込むかを検証した（図 12）。以下、
変動要因毎に検証結果を記す。 

  
【図１２ 2014年度冬季の需要想定について】 

 
（１）気温影響 ～2010年度冬季から気温影響＋438万 kW 
 2014 年度冬季において気温が低くなるリスクを考慮し、過去 10 年の中で最
も厳寒だった 2011年度冬季並みを想定する。ただし、北海道電力管内について
は更に厳寒であった 2010年度、東北及び東京電力管内については 2013年度冬
季並みを想定する。このため、2010年度と比較して、気温影響による需要は 438
万 kW増加する見込みとなる。 
 
（２）経済影響等 ～2010年度冬季から経済影響+124万 kW、離脱影響▲225

万 kW 
 2014年度冬季の経済影響については、直近の経済見通しとして GDP及び IIP
の直近の見通しを反映し、さらに、各電力会社管内における工場・スーパー等

の新規出店、撤退等に伴う需要変動を織り込んで電力会社毎に算出した。 
 表38に各電力会社2014年度冬季の経済影響及び新電力への離脱影響を示す。
政府が行う経済対策、金融政策の効果により、GDP、IIPが増加すること等から、
経済影響による需要増は、９電力会社管内の合計では、2010年度比で 124万 kW
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の増加を見込むこととする（2013年度実績からは７万 kWの増加を見込む。）。
なお、離脱影響については、電力システム改革も見据えつつ、離脱分の需要や

これに対応する供給力を含めてどのように把握・評価するべきか今後検討して

いく必要がある。 
 
【表３８ 2014年度冬季の経済影響等】 

 
 
（３）節電影響 ～2010年度冬季から▲746万 kW 
①節電影響の算出 
 定着節電については、従来と同様に、2013年度冬季の各電力会社管内におけ
る節電実績をベースとし、これに本年８月に各電力会社が行ったアンケート調

査結果を踏まえて算出した。 
具体的には、各電力会社管内で「大口需要家」、「小口需要家」、「家庭」を対

象に行ったアンケート調査において、「2014 年度冬季、節電を継続する」と回
答した者であって、「2014 年度冬季も 2013 年度冬季と同等の節電を継続する」
と回答した者の割合を、節電の継続率とし、これに 2013年度冬季の節電実績を
乗じて、2014年度冬季に見込む定着節電を算出した。 
表 39に以上の方法によって算出された各電力会社管内の定着節電を示す。節

電影響による需要減は、９電力会社管内の合計では、2010年度比で▲746万 kW
を見込むこととする。 
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【図１３ 定着節電の算出方法（北海道電力の例）】 

【表３９ 2014年度冬季の節電影響】 

 

②需給調整契約 
 節電影響の内数として、計画調整契約（平日の昼間から夜間等に電気の使用

を計画的に振り替える（すなわちピークシフトする）契約）を見込む。 
 表 40に 2014年度冬季の各電力会社における需給調整契約の見込みを示す。 
なお、随時調整契約については、需給のひっ迫時のみ発動する契約のため、需

要想定には、あらかじめ織り込まない。 
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【表４０ 2014年度冬季の需給調整契約見込み】 

 

 

 

 
 

 

４．電力需給バランスの検証 

（１）2014年度冬季の電力需給の見通し 
 以上を踏まえ、表 41に 2014年度冬季の電力需給の見通しを示す。2014年度
冬季の電力需給は、厳寒となるリスクや直近の経済成長の伸び、企業や家庭に

おける節電の定着などを織り込んだ上で、いずれの電力管内においても、予備

率３%以上を確保できる見通しである。 
  
【表４１ 2014年度冬季の電力需給の見通し】 

 

 
（２）予備率の評価 
電力需要は、常に上下最大３%程度の間で、時々刻々と変動する。これに対応

するため、最低でも３%の予備率を確保する必要がある。2014 年度冬季におい
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ては、電力会社間での電力融通を前提として、いずれの電力会社管内も予備率

３%以上を確保できる見通しであり、電力の安定供給に最低限必要な供給力は確
保できると評価する。 
 しかし、北海道電力管内については、予備力の絶対値を見る必要がある。北

海道電力管内は、予備率 11.4％5（63万 kW）であるが、他電力からの電力融通
に制約があること（北本連系線の設備容量である 60 万 kW まで）、発電所１機
の計画外停止が予備率に与える影響が大きいこと（最大機である苫東厚真発電

所４号機（石炭、70万 kW）の停止は、予備率 12.6％の喪失に相当）、厳寒であ
り、電力需給のひっ迫が、国民の生命、安全に与える影響が甚大であること等

を踏まえ、特別に検討する必要がある。 
 
（３）北海道電力管内の電力需給についての検証 
①冬季の北海道の電力需要の特殊性 
 冬季の北海道は、暖房（約 242万世帯）、オール電化住宅（約 21万世帯）、水
道管等の凍結防止ヒーター、鉄道ポイントヒーター（約 400箇所）、積雪対策の
ためのルーフヒーティング（約３万箇所）、ロードヒーティング（約８万箇所）

等に電力を使用するため、夏季に比べて最大電力需要が約 15%、電力量で 25%
程度増加する。万一、電力需給がひっ迫すれば、暖房器具の停止、水道管の凍

結、路面凍結等を引き起こし、国民の生命やライフライン機能の維持に重大な

支障を来すおそれがある。 
 
②北海道電力管内における計画外停止のリスク 
 北海道電力においては、火力発電所の計画外停止を避けるため、パトロール

や運転監視の強化による発電所設備の異常兆候の早期発見、資機材の在庫確保

や 24時間体制での補修作業等に努めている。 
しかし、原子力発電所の稼働停止に伴い、従前のように定期検査を実施でき

ていない状況にあり、供給力確保のため、図 14の通り、震災特例措置により定
期検査の実施を繰り延べることにより、冬季の供給力を確保している。 
 

                                                  
5 北海道における需給対策を検討するときは、需給バランスが最も厳しい２月をもとに検討
している。 
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【図１４ 震災特例による定期点検の繰り延べ状況】 

 
北海道電力の年間最大の計画外停止（過去５年間の平均）は、117万 kWであ

る。また、2010年度には 137万 kWの計画外停止（過去 17年間の最大）が発
生しており、仮に同規模の計画外停止が 2014年度冬季（２月）に発生した場合、
随時調整契約等を発動し（12万 kW）、北本連系線により他電力から最大限の電
力融通（60万 kW）を行っても、予備率は▲0.2%（予備力▲１万 kW）となり、
電力需給のひっ迫を招く。 
そのため、北海道電力は、需給状況が緩和する秋季に可能な限りの設備点検

や補修を行うとともに、冬季における現場パトロールの強化、補修作業の 24時
間体制構築等に引き続き努めるべきである。その上で、大規模な計画外停止が

発生した場合にも、電力需給がひっ迫することのないよう、需給両面での対策

に万全を期す必要がある。 
 
【表４２ 北海道電力の計画外停止の最大実績（過去５年間）】 
年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 5年平均 

年度最大 132万 kW 137万kW※ 96万 kW 88万 kW 133万 kW 117万 kW

年度平均 27万 kW 36万 kW 31万 kW 27万 kW 30万 kW 30万 kW

※過去 17年間の最大値 

 
（４）需要サイドの対策 
 以上を踏まえ、まず、需要サイドで必要と考える対策を以下に記す。 
北海道電力管内においては、最近発生している計画外停止の年間最大級のリ

スクに備えることは当然として、過去最大級、又はそれを上回る計画外停止が
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発生しても、電力需給がひっ迫することのないよう、多重的な需要対策を検討

する必要がある。その際、北海道電力の電気料金値上げ幅の大きさに鑑み、こ

れが需要に与える影響について、慎重かつ現実的な視点から考慮するとともに、

大規模な計画外停止が発生しない限り、電力の安定供給に必要な予備率は確保

されていることを踏まえ、リスクに備えつつ、できる限り需要家の負担になら

ない弾力的な方策を検討すべきである。 
 
他電力管内についても、本小委員会で示した需給見通しは、表 43に示す定着

節電分の節電が行われることを前提としており、節電がこの水準で行われるよ

う促す必要がある。 
なお、節電要請を行うに当たっては、事業者（各業種）と家庭とでは節電の

方法が異なるため、国民各層において効果的かつ適切に節電が行われるよう、

2014年度夏季に引き続き、節電メニュー等を分かりやすく示すべきである。そ
の際、ピークカット対策としての節電（kW）と日常の省エネ（kWh）との違い
が国民に理解されるよう、留意すべきである。また、でんき予報による電力需

給の状況等の情報提供を引き続き行うべきである。 
 
【表４３ 各電力会社管内における 2014年度冬季の定着節電見込み】 

 
 また、需要家の負担と需要削減効果の両面に留意しつつ、価格メカニズムの

下、需要家が積極的に節電に取り組むような仕組み（ディマンドリスポンス）

の取組を拡大すべきである。 
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（参考）北海道電力の電気料金の値上げが需要に与える影響（試算） 
 

北海道電力が申請していた電気料金改定は、厳正な審査の結果、①規制部門

で 15.33%の値上げとすることに加え、②冬に需要ピークを迎えるにあたり、急
激な料金上昇への激変緩和措置として、2014 年 11 月１日から 2015 年３月 31
日まで、値上げ幅を更に圧縮し 12.43％とすることで認可された。また、激変緩
和措置の実施期間における自由化部門の値上げ幅は、規制部門と同じ考え方で

試算すると 16.48％（実際には相対取引のため個別に異なる）となり、規制部門・
自由化部門全体での値上げ幅は 14.20%となる。この値上げ幅は、東日本大震災
以降、一般電気事業者による電気料金の値上げで最大のものであり、需要家の

節電行動に少なからぬ影響を与える可能性を否定できず、電力需給の観点から

も検討を加える意義がある。 
電気料金と電力需要量（kWh）との関係については、これまで複数の研究機

関から報告されている（表 44）。これら研究成果によれば、電力需要量（kWh）
の価格弾性値は、概ね 0.17～0.35程度となっている。これを手がかりとして、
今般の北海道電力の値上げが電力需要（kW）にどの程度の影響を及ぼす可能性
があるか、下記に記すように保守的な価格弾性値を採用し、ひとつの試算とす

ることとした。 
なお、次のような点にも留意することが必要である。まず、表 44の価格弾性

値の計測は、東日本大震災前の期間における計測であり、東日本大震災以降、

節電が進展したため、価格弾性がどう変化しているかは不透明な面はある。ま

た、今回の電力料金上昇幅は大きく、大きな価格変化に対する価格弾性は、過

去計測された弾性とは異なる可能性もあり、この面でも不透明である。加えて、

北海道の最大電力は厳寒・降雪となる場合に発生するため、このような場合に

おいては、値上げによる需要減影響がみられない可能性がある。 
 

【表４４ 電気料金と電力量に関する分析結果】 

 

 
試算において、第一に、表 44に掲げた各研究は電力需要量（kWh）の価格弾

性値を計算したものであるが、電力需給の観点からは電力（kW）の価格弾性値
が必要となる。この点については、図 15に示したように、北海道における冬季
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の電力需要の特徴、具体的には昼夜の電力需要の差が小さいことから、電力量

（kWh）の変化量と電力（kW）の変化量が比例関係にあるとみなすことに一定
の合理性があるとの指摘もある。 
したがって、本試算では電力需要量（kWh）の価格弾性値を電力（kW）の価
格弾性値として適用している。 

 

 
【図１５ 北海道電力管内における夏季と冬季のロードカーブ】 

 
第二に、価格弾性値は電灯需要の値を用いることとした。これは、電気料金

が高い水準にある場合、家庭部門よりも産業部門、業務部門の方がコストに対

する意識が高く、電気料金の変化に対して感度が高いすなわち価格弾性値が高

いとの想定から、電灯需要の価格弾性値（0.17）を適用することにより需要減
を堅めに評価することができると考えたためである。 

 
これらを踏まえ、今般の北海道電力の電気料金値上げが管内の電力需要に与

える影響を試算すると以下のようになり、需給バランスは表45のとおりとなる。 
 
（試算）電力料金の値上げによる需要抑制効果 
電力需要減少率＝価格弾性値（0.17）×価格上昇率（14.20％）＝2.4％ 
 電力需要減少量＝最大需要（557万ｋＷ）×電力需要減少率（2.4％）＝13万 kW 
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【表４５ 電力料金の値上げによる需要抑制効果を見込んだ場合の 2014 年度
冬季の電力需給の見通し】 

 
 
（５）供給サイドの対策 
 計画外停止の件数が増えていることを踏まえ、まずは、各電力会社において、

引き続き、発電所の保守・点検を徹底すべきである。 
 その上で、発電所の計画外停止等が発生した場合に、他の電力会社から電力

融通を受けることができるよう、引き続き、電力の広域融通を行う体制を確保

する必要がある。また、自家発電事業者からの追加的な電力購入等の供給力を

確保するための対策を適切に図るべきである。 
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第３章 電力コストや温室効果ガス排出等への影響について 

１．火力発電所の稼働増に伴う課題について 

（１）火力発電の稼働増に伴う化石燃料への依存度の増加について 
東日本大震災以降、原子力発電所が稼働停止する中、長期停止させていた火力

発電所の再稼働を含め、火力発電所の稼働増等によって供給力を確保してきた。

図16に東日本大震災前後の電源構成を示す。電源構成に占める火力発電比率は、
東日本大震災前の 2010年度には約 62%であったが、震災後の 2013年度には
88%を超え、オイルショック時（1973年度：80%）を上回っている。資源のな
い我が国は、火力発電の燃料である化石燃料の大部分を海外からの輸入に依存

しており、資源調達における交渉力の限界等の課題や、資源調達国やシーレー

ンにおける情勢変化の影響による、供給不安に直面するリスクを常に抱えてい

る。東日本大震災以降、こういったエネルギー供給構造の脆弱性が非常に高ま

っている。 

 
【図１６ 電気事業者の電源構成推移】 

（２）火力発電の稼働増に伴う燃料費の増加について 
表 46 に燃料費増加の見通しを示す。原子力発電所の停止分の発電電力量を、

火力発電の焚き増しにより代替していると仮定し、直近の燃料価格等を踏まえ

て試算すると、東日本大震災前並み（2008～2010年度の平均）にベースロード
電源として原子力を利用した場合に比べ、2014年度の燃料費は約 3.7兆円増加



 

- 46 - 
 

（人口で単純に割り戻すと、国民一人当たり３万円強の負担増加。販売電力量

（10社 8,485億 kWh）で単純に割り戻すと、４円／kWhの負担増加）したと試
算される。また、累積での燃料費の増加額は、2013年度末までに９兆円に達し
ており、見込みも含めると 2014年度末までに 12.7兆円に達すると試算される。 

【表４６ 燃料費の増加の見通し】 

 

（３）火力発電の稼働増に伴う温室効果ガス排出の増加について 
 火力発電の稼働増による発電部門における温室効果ガスの排出量の大幅な増

加が、我が国の地球温暖化問題への対応について困難をもたらしている。 

一般電気事業者の温室効果ガス排出量は、震災前の 2010 年度は約 3.74 億
t-CO2 であったが、震災後、原発停止に伴う火力発電の焚き増しにより、2013
年度は約 4.84億 t-CO2と、2010年度比で約 1.10億 t-CO2（約 29％）増加し、
温室効果ガスの排出量の増加は高止まり傾向にある。その間、我が国全体の温

室効果ガス排出量は 2010年度の 12.6億 t-CO2 から 2012年度の 13.4億 t-CO2
へと約 0.8億 t-CO2（約６％）増加しており、発電部門の排出量の増加が大きな
要因となっている。 

 
【図１７ 温室効果ガス排出の推移】 
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２．諸課題に関する取組について 

原子力発電所の稼働停止に伴う燃料調達コストの増加、電気料金の上昇は、

国民、企業の負担増につながるものであり、政府及び電力会社においては、対

策を着実かつ迅速に進めていく必要がある。 
原子力発電所については、政府は、いかなる事情よりも安全性を全てに最優

先し、その安全性については、原子力規制委員会の専門的な判断に委ね、原子

力規制委員会により規制基準に適合すると認められた場合には、その判断を尊

重し再稼働を進めることとしている。また、その際、国も前面に立ち、立地自

治体等関係者の理解と協力を得るように取り組むとしている。原子力発電所が

再稼働すれば、その分の火力発電の稼働を低減することが可能となり、燃料調

達コストの抑制や温室効果ガスの排出削減、化石燃料依存度の低減につながる。 
また、米国で日本企業が関与する全ての LNGプロジェクトについて、米国政
府の輸出承認を獲得し、いずれも 2016年度以降の供給開始予定である。これら
は、天然ガス価格指標に連動した LNG売買契約であり、従来の石油価格連動の
契約よりも安価に調達出来ることが期待される。また、燃料調達先や価格決定

方式の多様化等による燃料調達コストの低減も期待される。 
このような電力会社の燃料調達コストの引き下げに向けた努力とともに、政

府においては、日本企業の資源開発への参画支援を通じた供給源の多角化や、

LNG 消費国間の連携強化等による買主側のバーゲニングパワーの強化等を図る
べきである。また、供給源の多角化を進めることによる資源供給国の分散は、

エネルギーセキュリティのリスク分散にもつながる。 
 
その他、再生可能エネルギーの導入や、需要家の節電による省エネなども、

燃料調達コストの抑制や温室効果ガスの排出削減、化石燃料依存度の低減につ

ながるものである。なお、節電の取組が合理的な経費節減となる等、中長期的

に需要家にとって利益につながる場合もあるが、東日本大震災後の電力需給の

ひっ迫の状況を踏まえた節電の取組においては、企業を中心に、電力の確保や

製品の供給を行うため、一方的なコスト負担となる取組も多数行われているこ

とを忘れてはならない。東日本大震災後、企業を中心に自家発電設備の設置や

生産の夜間・休日シフト（人件費の増加）等の取組が行われてきており、機会

費用の損失や対策費用を含め、コストの増加を伴う取組が数多く行われている

ことには留意が必要である。 
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おわりに ～政府への要請～ 

 本小委員会における検証の結果、2014年度冬季の電力需給は、厳寒となるリ
スクを織り込んだ上で、国民各層の節電取組が継続されれば、いずれの電力管

内も、電力の安定供給に最低限必要な予備率３％以上を確保できる見通しであ

る。 
 但し、火力発電所の高稼働に伴う機器や部品の劣化が要因とみられる計画外

停止が増加しており、このまま火力発電所の稼働率が高水準で推移すると、大

規模な電源脱落が発生し、電力需給がひっ迫する可能性もあり、引き続き、電

力需給は予断を許さない状況である。 
 特に、北海道電力管内では、昨年より予備率は改善しているものの、引き続

き、他電力からの電力融通に制約があること、発電所１機の計画外停止の予備

率に与える影響が大きいこと、厳寒であり、万一、電力需給がひっ迫した場合

には、国民の生命、安全を脅かす可能性があること等を踏まえた特別の需給対

策を講じる必要がある。 
 また、北海道電力が申請していた電気料金改定は、審査の結果、2014年度冬
季は激変緩和措置が採られ、平均して 14.20％の値上げとなったが、この水準の
料金変化は需要家の行動に影響を及ぼす可能性がある。政府は、報告書に記載

した参考値も参考にしつつ、慎重かつ現実的な視点から、これを適切に考慮す

べきである。なお、電気料金の値上げによる需要の変化については、電金料金

の値上げ後の結果を踏まえる必要があり、今後もフォローしていく必要がある。 
こうした状況を総合的に勘案し、政府においては、全国で火力発電設備の保

守・保安の一層の強化、需要家に対して具体的で分かりやすい節電メニューを

示すとともに、節電に取り組むための参考となる先進事例を共有しつつ必要な

節電要請を行うこと、ディマンドリスポンスも含めた需給調整契約等の促進を

図ること等も含め、需給両面で適切な対策を講じるべきである。 
また、北海道電力管内については、これまでの節電要請の効果や電気料金の

値上げが需要に与える影響も勘案し、計画外停止の年間最大級のリスクにも備

えることは当然として、過去最大級、又はそれを上回る計画外停止が発生して

も、電力需給がひっ迫することのないよう、多重的な需給対策を講じ、安定し

た電力需給の実現に万全を期すべきである。 
 
 電力需給の量的なバランスのみならず、コスト増や CO2排出量の増加も深刻
な問題である。本小委員会で示してきたとおり、原子力発電所の稼働停止に伴

う火力発電の増加により、東日本大震災前並み（2008～2010年度の平均）にベ
ースロード電源として原子力を利用した場合に比べ、2014年度の燃料費は、3.7
兆円増加すると試算される。また、一般電気事業者のエネルギー起源 CO2排出
量は、2010年度と比較して、2013年度には 1.10億トン（約 29％）増加してい
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る。さらに、発電電力量に占める火力発電の割合についても、震災前（2010年
度）の 62％から 2013年度には 88%と大幅に上昇しており、第一次石油ショッ
ク時（80%）を上回っている。こうした中、海外情勢が不安定化すると、我が
国のエネルギー供給構造は甚大な影響を受ける可能性がある。こうした点も踏

まえた、コスト抑制策やエネルギー源の多様化、調達源の多角化、合理的な節

電や省エネなどの総合的な対策を長期的、計画的に講じていく必要がある。 
また、こうした総合的な需給対策を進めていくことは、我が国の成長戦略に

おける重要な契機であるとともに、エネルギー問題、地球温暖化問題の解決に

向けた国際的貢献としても重要である。  
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